
営繕工事における遠隔臨場 ＜令和８年度入札からの変更の概要＞

費用負担の見直しを行うほか、道のセキュリティ基準を満たした端末とＷｅｂ会議システムの組み合わせを明確化する

令和６年度 令和７年度

対象工事
①発注者指定方式（建築局が指定する工事）
②受注者希望方式（①以外の工事）

原則、すべての工事

※受注後、やむを得ない理由があると
認めた場合は実施しないことが可能

費用負担

実施に要した費用（撮影機器のリース代等）を共
通仮設費に積上げ

※設計変更で対応（発注者指定方式であっても
予定価格には含まない）

※現場管理費及び一般管理費の対象外

活用を前提とした経費を計上

①システム使用料
月数分（概数）を計上

②ウェアラブルカメラ等のリース代
月数分（概数）を計上

※現場管理費及び一般管理費の対象外

Ｗｅｂ会議
システム

指定なし 指定なし

遠隔臨場の
対象

・監督員が行う立ち会い等（定例会議等を含む）
・工事監理者が行う設計図書との照合及び確認

同左

令和８年度（R8.4.1以降入札）

原則、すべての工事

※受注後、やむを得ない理由があると
認めた場合は実施しないことが可能

活用を前提とした経費を計上

①システム使用料
月数分（概数）を計上

②ウェアラブルカメラ等のリース代
月数分（概数）を計上

※現場管理費及び一般管理費の対象

発注者が定めるセキュリティ基準を満たすこと
①発注者の端末を使用する場合
Ｚｏｏｍ、Ｗｅｂｅｘ、Ｔｅａｍｓ

②発注者に端末を貸し出す場合
指定なし （Ｚｏｏｍ、Ｗｅｂｅｘ、Ｔｅａｍｓ以外も可）

同左

＜変更概要＞


